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2022年８月１日 

各  位 

会 社 名 株式会社 東芝 

東京都港区芝浦１－１－１ 

代表者名 代表執行役社長 CEO 島田 太郎                                                    

(コード番号：6502 東、名) 

問合せ先 執行役員 

コーポレートコミュニケーション部長 

     石山 一可 

Tel 03-3457-2095 

 

（開示事項の経過）空調事業を担う当社子会社の異動に関するお知らせ 

 

当社は、2022年２月７日付「空調事業を担う当社子会社の異動に関するお知らせ」にて、

当社の連結子会社である東芝キヤリア株式会社（以下、TCC）について、当社が保有する発

行済株式 55％を米国・Carrier Global Corporation 社の子会社である米国・Carrier 

Corporation 社（以下あわせて、キヤリア）に譲渡（以下、本件譲渡）することを決定し、

株式譲渡契約を締結したこと、そして、政府許認可などの必要な手続きを経て、2022 年９

月 30日までに本件譲渡の完了を予定している旨、公表しておりましたが、キヤリアから譲

渡先を当初予定の Carrier Corporation 社から同社の 100％子会社である Global Comfort 

Solutions LLC社に変更したいとの申し入れがあり、協議の結果譲渡先の変更を受け入れた

上で、本日、2022 年８月１日に、本件譲渡が完了しましたのでお知らせいたします。本件

譲渡完了により当社の TCC株式保有比率は５％となり、TCCは当社の連結対象から外れるこ

ととなります。 

 

TCC は今後、キヤリアのもと、自社の競争力と企業価値をさらに高め、空調事業の継続的

な発展を目指していくこととなります。 

 

なお、当社は本件譲渡に関連して、2022 年度第２四半期以降に連結税引前損益ベースで

800 億円、単体ベースで 1,100億円の株式売却益等を営業外収益として計上する見込みです

が、当社が 2022 年５月 13 日付で公表した「2021年度連結決算」説明資料内、2022年度業

績予想に参考値として記載している税引前損益予想に、その時点における想定値として 600

億円の収益を織込済みです。 
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なお、譲渡先変更の詳細については下記をご参照ください。 

 

記 

 
１．本件譲渡の相手先の変更 

変更前 Carrier Corporation 
変更後 Global Comfort Solutions LLC 

 
２．変更理由 

本件譲渡に係る株式譲渡契約の相手先であるキヤリアからの申し入れにより変更を行

うものであります。変更後の譲渡先は当初予定の Carrier Corporation の 100％子会

社であり、譲渡先変更以外に 2022 年２月７日付「空調事業を担う当社子会社の異動に

関するお知らせ」で公表した内容について変更はありません。 
 
３．変更後譲渡先の概要 

（１） 名 称 Global Comfort Solutions LLC 

（２） 所 在 地 13995 Pasteur Boulevard, Palm Beach 

Gardens, Florida 33418 USA 

（３） 代表者の役職・氏名 Meena Dafesh 

President 

（４） 事 業 内 容 株式保有目的等 

（５） 設 立 年 2022年 

（６） 連 結 純 資 産 5.4億米ドル（2022年７月 31日現在） 

（７） 連 結 総 資 産 9.4億米ドル（2022年７月 31日現在） 

（８） 大株主及び持株比率 Carrier Corporation 100％ 

（９） 当事会社との関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません 

 取 引 関 係 該当事項はありません 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません 

 

以 上 

 

＊（注意事項） 
本文書に記載されている事項には、当社グループの将来についての計画や戦略、業績に関す
る予想及び見通しの記述が含まれています。これらの記述は、当社が現時点で把握可能な情
報から判断した想定及び所信に基づく当社の予測です。実際の業績は、多様なリスクや不確
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実性により、当社の予測とは大きく異なる可能性がありますので、ご承知おきください。な
お、リスクのうち主なものは以下のとおりですが、これに限られるものではありません。 
・ 地震、台風等の大規模災害 
・ 国内外における訴訟その他争訟 
・ 当社グループが他社と提携して推進する事業の成否 
・ 新規事業、研究開発の成否 
・ 国内外の政治・経済の状況、各種規制等 
・ 主要市場における製品需給の急激な変動及び価格競争の激化 
・ 生産設備等に対する多額の資本的支出と市場の急激な変動 
・ 金利為替等の金融市場環境の変化 

 


